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研究成果の概要（和文）：本研究では、わが国における牛肉の需要・市場構造について計量経済分析を行い、牛
肉の関税削減が国内牛肉生産に与える影響等について知見を得た。具体的には、国内における牛肉需要構造の推
計結果をもとに、現行政策による関税削減影響の緩和効果やその際に必要な政府支出額を明らかにするととも
に、政策の方向性について含意を得た。また、牛肉輸出国のわが国に対する市場支配力および国内における輸入
牛肉の価格伝達についても分析を行った。

研究成果の概要（英文）：In this study, we conducted an econometric analysis of the demand and market
 structure of beef in Japan, and got knowledge about the impact of beef tariff reduction on domestic
 beef production. Specifically, based on the estimation result of the domestic beef demand 
structure, we clarified the effect of mitigating the impact of tariff reduction by the current 
policy and the amount of government expenditure necessary for that, and got implications for the 
policy direction. In addition, we also analyzed the market power of beef exporting countries over 
Japan and the price transmission of imported beef in Japan.

研究分野： 農業経済学

キーワード： 牛肉　関税削減影響　計量経済分析

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
近年の貿易自由化交渉に当たって、政府が「重要5品目」と位置付けた品目の中で、牛肉は最も大幅な関税削減
が実施されることとなっており、関税削減影響（関税削減が国内生産に与える影響）が特に懸念されている品目
である。関税削減影響という将来の影響を予測するには、計量分析が必要となる。そのため、本研究の計量分析
から得られた政策効果や政府支出額に関する定量的な結果は、今後の政策に対する重要な知見になると考えられ
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

環太平洋経済連携協定（TPP協定）が2015年10月に大筋合意に至り、米国や豪州に対するわが
国の牛肉関税は、38.5%から9%まで削減されることとなった。しかし、2017年1月に米国がTPP協
定を離脱したことを受け、わが国は米国を除く10カ国と環太平洋パートナーシップに関する包
括的及び先進的な協定（TPP11協定）を締結した。TPP11協定では、TPP協定と同様、締結国に対
するわが国の牛肉関税が9%まで削減されることとなっている。 
一方、米国とは、2018年9月に日米物品貿易協定（現・日米貿易協定）交渉を開始した。その

共同声明には「日本としては農林水産品について、過去の経済連携協定で約束した市場アクセス
の譲許内容が最大限であること」と明記されているものの、その扱いは「他方の政府の立場を尊
重する」に留まっている。また、牛肉は、自動車と並び、日米の通商交渉で度々話題に上がる品
目であるため、米国に対するわが国の牛肉関税が9%になるとは言い切れない。そのため、わが
国の牛肉関税は将来、輸入相手国ごとに異なる税率が設定される可能性がある。 
以上のように、わが国では現在、TPP11協定および日米物品貿易協定（現・日米貿易協定）が

国産牛肉生産に与える影響について懸念されており、その影響を明らかにすることが喫緊の課
題となっている。 
 
２．研究の目的 

上述の背景を踏まえ、本研究では、わが国牛肉の需要・市場構造について不完全競争を明示的
に考慮した計量経済分析を行うことを通して、TPP11 協定および日米貿易協定が国産牛肉生産に
与える影響について考察することを目的とする。 
 
３．研究の方法 

具体的には、以下の 3 つの小課題について分析を行う。 
まず、国産牛肉と輸入牛肉の製品差別化の程度について、需要体系モデルを用いて分析を行う

（第 1 の小課題「国産牛肉と輸入牛肉の差別化」）。 
次に、わが国における牛肉輸出国の市場支配力について、残余需要モデルを用いて分析を行う

（第 2 の小課題「牛肉輸出国のわが国市場に対する市場支配力」）。 
さらに、輸入牛肉を対象として、輸入価格から卸売価格、また卸売価格から小売価格への価格

伝達について、価格伝達モデルを用いて分析を行う（第 3 の小課題「国内における輸入牛肉の価
格伝達性」）。 
上記 3 つの小課題のうち、第 1 の小課題が本研究課題の解明において中心的な役割を果たす

ものである。 
 
４．研究成果 

第 1 の小課題「国産牛肉と輸入牛肉の差別化」について、先行研究においてそれぞれ 1 つの品
目に集計されていた乳用牛肉および輸入牛肉を、前者は乳用去勢牛肉および乳用めす牛肉に、後
者は米国産および豪州産の各部位ならびに輸入冷凍牛肉にそれぞれ分類した上で、LA/AIDS モ
デルを用いてわが国牛肉需要構造の計量経済分析を行った。その上で、牛マルキンの関税削減影
響緩和効果についてシミュレーション分析を行った。主な分析結果は、以下のとおりである。 
 第 1 に、輸入牛肉 7 品目の価格がすべて同時に 1%低下したとき、乳用去勢牛肉の需要量は
0.989%減少する。 
 第 2 に、牛マルキンは、乳用去勢牛の生産に対する関税削減影響を十分に緩和することはでき
ず、生産者価格は 8.9～14.6%低下、生産頭数は 2.0～8.4%減少、生産額は 16.2～16.6%減少する。
このとき、生産者価格は物財費を下回る。また、乳用去勢牛に対する牛マルキンの国負担額は
58.3 億円から 193.3～302.5 億円まで増加する。 
 第 3 に、牛マルキンにおける生産者の負担金を無くし、国が標準的販売価格と標準的生産費の
差額の 9 割を全額負担した場合、乳用去勢牛に対する関税削減影響は大きく緩和され、生産者価
格が物財費を若干下回るものの、生産者価格、生産頭数および生産額の落ち込みはすべて 5%未
満に留まる。ただし、その一方で、乳用去勢牛に対する牛マルキンの国負担額は 402.2～436.0 億
円まで増加する。 
以上から、現行の状況が続いた場合、関税削減後の乳用去勢牛の生産においては、生産者価格

が物財費を下回る状況となるため、生産者サイドは何らかの構造変化を求められると考えられ
る。したがって、わが国政府は、牛マルキンの制度変更も視野に入れながら、関税削減後の状況
を注視していく必要があると考えられる。 
 



第 2 の小課題「牛肉輸出国のわが国市場に対する市場支配力」について、第 1 の小課題におい
て、同じ米国産や豪州産であっても、部位が異なれば同質財とは言えない（差別化されている）
ことが確認されたことを踏まえて、輸入国別・部位別の分析を進めた。このとき、輸入国別・部
位別のデータを使用する場合、残余需要の実証分析モデルで仮定される利潤最大化（1 国 1 生産
物の利潤最大化）との整合性を保てないという問題が確認された。そのため、上記の問題点を解
決し得る実証分析モデルのプロトタイプを構築し、市場支配力について検討を行った。 
 
第 3 の小課題「国内における輸入牛肉の価格伝達性」について、第 1 の小課題の結果を踏まえ

て、輸入国別・部位別の分析を進めた。輸入牛肉の価格データは、輸入段階、卸売段階および小
売段階でそれぞれ、異なった財区分で公表されている。このとき、輸入段階では同じ財区分に含
まれる 2 つの商品の価格が、卸売段階では大きく異なる動きを示すケース等が確認された。価格
伝達の分析においては、2 つの価格データが同一財のものであることが前提となるが、輸入牛肉
は部位レベルもしくは商品レベルで差別化が進んでいるため、その前提が満たされているかを
慎重に検討する必要が生まれた。そのため、輸入牛肉の各部位（各商品）の輸入実態について調
査を行った。上記の問題が解決されたとは言い難いため、暫定的ではあるものの、輸入牛肉の価
格伝達について分析・考察を行った。 
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